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「24年産稲の作付に関する方針」について

平成24年2月28日

農 林 水 産 省

農林水産省は、昨年12月27日に公表した「24年産稲の作付に関する

考え方」に基づき、年明け以降、①高濃度の放射性セシウムが検出さ

れた米の発生の拡がりや程度、②作付制限を行った場合の賠償や水田

を荒らさないための保全活動、③稲の作付を再開できるようにするた

めの除染・試験栽培等について、関係する市町村との意見交換を行っ

てきました。

この結果を踏まえ、今般、「24年産稲の作付に関する方針」を以下

のとおり定めました。関係する県及び市町村等においては、この方針

に沿って、地域毎に取扱いを速やかに決めて下さい。

なお、24年産米の放射性物質調査の考え方等につきましては、別途、

後日、お示しします。

Ⅰ 23年産稲の作付のあった地域

23年産米の調査において検出された地域毎の放射性セシウムの数値

に応じて、作付の方針は以下のとおりとします。

１ 500 Bq/kgを超過した数値が検出された地域（別表１）

作付した場合、食品衛生法上の新基準値を超える米が生産される

蓋然性が高いことから、旧市町村を単位として政府が作付制限を行

う一方で、来年以降の作付の再開に向けた地域の一体的な取組を推

進することとし、こうした取組に対して、国及び県は別紙１の支援

を行うこととします。

その際、作付制限を行う地域の範囲について、23年産米の調査結

果からみて、旧市町村より範囲の小さい「字」等の行政区分で明確

に区分できる場合には、それを作付制限の範囲とすることができる

こととします（その場合、旧市町村の範囲のうち、作付制限の範囲

とならない区域の取扱いは、23年産米の調査において検出された放

射性セシウムの数値に応じて、下記２又は３の取扱いによることと

します）。
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２ 100 Bq/kg超から500 Bq/kg以下の数値が検出された地域（別表２

・別表３）

作付した場合、新基準値を超える米が生産される可能性が否定で

きないことから、

① 旧市町村を単位として、政府が作付制限を行うことを基本とし

ます（その際、作付制限を行う地域の範囲及び作付制限区域に対

する支援については、上記１の取扱いと同様とします。）が、

② 検出された放射性セシウム濃度やその地理的分布の状況が一様

でないことも考慮して、関係する県と市町村が作成する地域の米

の管理計画により、作付面や調査面での取組体制の整備等を行い、

新基準値を超過する米が流通しないことを担保できることを前提

条件として、作付を行うことを認める道を開くこととします。そ

の際の作付面等の取組内容は別紙２の１、手順は別紙２の２に定

めるところによるものとします。

なお、23年産米の調査結果で、100 Bq/kgを超過した米の発生が

一部の農家に限定され、面的な拡がりが見られない別表３の地域に

ついては、関係する県及び市町村が、別紙３の１に定める取組を行

うことにより、当該農家の生産を適切に管理できる場合は、②の取

扱いによらず作付を行うことができることとします。その際の手順

は、別紙３の２に定めるところによるものとします。

３ 上記１及び２以外の地域

政府による作付制限を行いません。この場合、生産された米につ

いて一定の調査を行い、この調査の結果、新基準値を超えないこと

を確認した上で出荷することとします。

Ⅱ 23年稲の作付のなかった地域

１ 警戒区域、計画的避難区域

23年産に引き続き、政府が作付制限を行うこととします。

２ 旧緊急時避難準備区域

23年産稲の作付や米の調査が行われていない中で、作付制限が必

要であるとの判断ができないことに加え、各市町村は除染等を優先

して24年産の作付の自粛を行う意向であることを踏まえ、政府によ

る作付制限は行わないこととします。ただし、米の安全を確実に担

保するため、上記Ⅰの２の②の取扱いと同様とします。
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（別紙１）

作付制限区域における作付再開に向けた地域の取組と支援

１ 水田再生に向けた計画に即した取組

市町村が策定した水田の再生に向けた地域の計画の下、旧市町村単

位を基本として組織した地域水田再生組合（仮称）等が行う以下の取

組を推進します。

（１）農地除染の実施

土壌分析等により各水田を細かく調査した上で、反転耕や深耕な

ど各水田の状況に応じた除染に取り組むとともに、稲等の作付に向

けて有機物の施用等を行う土づくりを推進します。

国及び県においては、これらの取組を行うための費用を負担する

とともに、除染活動等に従事して頂いた場合には、作業賃金を支払

います。

（２）水田の保全管理

稲以外の作物やクローバー等の地力増進作物、コスモス等の景観

形成作物等の作付のほか、水田への水張りを推進することにより、

水田の良好な管理を推進します。

国においては、これらの作物の作付に必要となる経費相当額を、

水田面積当たり定額で交付します。

（３）稲の試験栽培

来年以降、新基準値以下の米が生産できるよう、様々な切り口か

ら実証試験を行います。

県や市町村等においては、試験ほ場の管理を農家の皆様方に委託

し、国や県等において作業経費等を負担します。また、国及び県が

必要な分析等を行います。

23年産で新基準値を超過する放射性セシウムが検出された農家について

は、１戸当たり１ヶ所ずつ試験ほ場を設ける方向で検討します。その際、

水田全面に水を張ることで水田を良好な状態に管理し、稲の作付面積は、

試験データを得るために必要最小限の規模とします。

２ 確実な賠償

24年産の作付制限に伴う農家の皆様方の損害については、「東京電

力株式会社福島第一、第二原子力発電所事故による原子力損害の範囲

の判定等に関する中間指針」（平成23年８月５日付け原子力損害賠償

紛争審査会）に基づき、東京電力より賠償されることとなりますが、

その手続の迅速化等について、国が後押しを行います。
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（別紙２）

新基準値を超過する米が流通しないために必要な取組と手順

１ 必要な取組

（１）作付前の吸収抑制対策等の実施

市町村が、作付までに、稲を作付する全ての水田について、

① 可能な範囲で反転耕や深耕等を行うほか、

② 水田の土壌条件等に応じたカリ肥料や土壌改良資材の投入

等により、農地の除染や放射性物質の吸収抑制対策を講じているこ

とを確認。

（２）生産管理の徹底

市町村が、必要な体制を整え、以下の取組を実施。

① 生育初期までに、地域農業再生協議会を通じて、当該地域で稲

を作付する水田を明確化するとともに、１筆ごとに耕作者を把握

し、台帳等で管理。

② 収穫時期までに、当該台帳等に基づき、誰が、どの水田で、い

つ収穫及び乾燥調製を行い、収穫物はどこに保管するのか等を把

握し、台帳等で管理。

③ 保管後は、放射性物質調査を受けていない米が流通することの

ないよう、調査が終わるまでの間、あらかじめ決められた保管場

所で確実に管理。また、調査が終わった米と未調査の米の保管場

所を別にするなどの混入防止措置を実施。

（３）米の放射性物質調査

収穫後、県の管理の下、市町村とＪＡ等関係機関が一体となって、

飯米・縁故米を含め、当該地域で生産された全ての米について、全

袋調査を実施。

また、調査を行う関係機関は、速やかに調査に着手するため、天

日乾燥は避け、可能な限りコンバインによる収穫と機械乾燥を実施

するよう農業者に対する指導を実施。

（４）新基準値を超過した米の処分

放射性物質調査の結果、新基準値を超過した米があった場合には、

市町村が、焼却等により確実に処分されたことを確認。
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２ 手 順

（１）上記１の項目が盛り込まれた管理計画を定め、新基準値を超過す

る米が流通しないよう取組を実施することにより、地域における稲

の作付を行う意向のある市町村は、この方針の公表後速やかにその

意向を県に表明。

県は、これを直ちに取りまとめて農林水産省に報告。

農林水産省は、管理計画の下で地域の取組を行うことを条件に、

稲の作付を行う区域を速やかに公表。

（２）政府は、作付までに、当該地域で生産される24年産の全ての米に

ついてあらかじめ出荷制限を指示（「事前出荷制限」）。

（３）県は、各地域における具体的な取組を関係市町村と調整した上で

管理計画を政府に申請。

（４）政府に受理された管理計画の下、生産された米が全て適正に管理

されている中で行われる米の放射性物質調査において、新基準値以

下であった米袋については、出荷が認められる。
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（別紙３）

100 Bq/kg超の米の発生が限定的な地域の生産管理等の取組と手順

１ 必要な取組
（１）対象農家が24年産稲の作付を行う場合

① 作付前の吸収抑制対策等の実施
市町村が、作付までに、100 Bq/kg超の数値が検出された農家（対

象農家）が稲を作付する全ての水田について、
ア）可能な範囲で反転耕や深耕等を行うほか、
イ）水田の土壌条件等に応じたカリ肥料や土壌改良資材の投入
等により、農地の除染や放射性物質の吸収抑制対策を講じているこ
とを確認。

② 生産管理の徹底
市町村が、必要な体制を整え、以下の取組を実施。

ア）生育初期までに、地域農業再生協議会を通じて、対象農家が稲
を作付する水田を明確化するとともに、１筆ごとに台帳等で管理。

イ）収穫時期までに、当該台帳等に基づき、誰が、どの水田で、い
つ収穫及び乾燥調製を行い、収穫物はどこに保管するのか等を把
握し、台帳等で管理。

ウ）保管後は、調査が終わるまでの間、対象農家の収穫物は、あら
かじめ決められた保管場所で確実に管理。

③ 米の放射性物質調査
収穫後、県の管理の下、市町村とＪＡ等関係機関が一体となって、

対象農家が生産した全ての米について、全袋調査を実施。
④ 新基準値を超過した米の処分

放射性物質調査の結果、新基準値を超過した米があった場合には、
各市町村が焼却等により確実に処分されたことを確認。

（２）対象農家が24年産稲の作付を行わない場合
市町村が、地域農業再生協議会を通じて、対象農家の水田に稲

の作付がないことを確認。

２ 手 順

（１）関係市町村は、この方針の公表後速やかに上記１に定める取組か
らなる対象農家の生産管理計画を作成。県は各地域における計画を
確認し、これを取りまとめて農林水産省に提出。

（２）農林水産省は、これが対象農家を適切に管理し得る計画であると
認めた場合、方針Ⅰの２の②の取扱いによらず作付できる区域とし
て公表。
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（別表１）

市町村名 旧市町村名

福島市 小国村、福島市

伊達市 月舘町、小国村、掛田町、富成村、柱沢村、堰本村

二本松市 渋川村

（別表２）

県名 市町村名 旧市町村名

福島県 福島市 平田村、庭塚村、野田村、余目村、下川崎村

伊達市 石戸村、上保原村、霊山村、小手村、富野村

二本松市 岳下村、小浜町、塩沢村、木幡村、戸沢村、石井村、新
殿村、太田村（岩代町、東和町）

本宮市 白岩村、和木沢村（白沢村）、本宮町

相馬市 玉野村

桑折町 半田村、睦合村

国見町 大木戸村、小坂村
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（別表３）

県名 市町村名 旧市町村名

福島県 福島市 水原村、青木村、大笹生村、庭坂村、笹谷村、飯坂町、
中野村、平野村、飯野町、水保村、立子山村

伊達市 梁川町、山舟生村、大田村

二本松市 大平村、油井村（安達町）、上川崎村

本宮市 和木沢村（本宮町）

川俣町 飯坂村、富田村、福田村

桑折町 桑折町

国見町 大枝村、藤田町、森江野村

大玉村 大山村

田村市 瀬川村

白河市 白坂村

西郷村 西郷村

宮城県 白石市 越河村
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